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内容

1 高額紙幣廃止
2016年11月8日より現行の500ルピーと1,000ルピー紙

幣は通貨として使用できなくなる。

2
2016年12月30日まで

預金が可能

2016年11月10日～2016年12月30日まで預金が可

能。預金時にはIDの提示が必要。

3
2016年12月30日まで

低額紙幣に交換が可能

高額紙幣は、銀行か郵便局で低額紙幣に交換が可能。

交換額の上限は、2016年11月10日から11月24日ま

では、4,000ルピー。それ以降の上限額は未定。交換時

にはIDの提示が必要。

4 預金引出上限額

預金引出上限額は、一日当たり10,000ルピー、一週間

当たり20,000ルピーに制限される。2016年11月25日

以降に上限は見直される。

5 ATM引出上限額

ATM引出上限額は、2016年11月18日までは、一日

当たり2,000ルピー。同年11月19日以降は、一日当た

り4,000ルピーに引き上げられる。

施策

内容

1 ブラックマネー法（2015）

国外不法所得や資産の取り扱いに関する法律を整備。

無申告海外資産への30%課税、更に課税額の3倍の

罰金徴収、禁固3～10年。

2 所得申告制度（2016）
無申告資産の期限付き申告を実施。課税のみで罰金は

課さず。6,500億ルピー以上の申告があった。

3
課税番号（PAN）提示

義務化（2016）

現金やプリペイド・カードによる20万ルピー以上の物品・

サービス購入や100万ルピー以上の不動産購入に際して

はPANの提示を義務化。

4 無申告資産強制調査

財務省は、2016年5月までの過去2年間で約4,500億

ルピーの無申告所得を捕捉したことを発表。同時に、刑

事訴追件数が急増した。

5 高額紙幣廃止
高額紙幣（500ルピーと1,000ルピー紙幣）の廃止と新

紙幣（500ルピーと2,000ルピー紙幣）発行。

施策

2016年10月18日 最近の指標から見るインド経済（2016年10月） 
2016年10月 5日 インドの金融政策 半年ぶりに利下げ（2016年10月） 
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2016年11月14日 

 モ デ ィ政権発足以来 、 ブ ラ ッ ク マ ネ ー法

（2015）制定、高額品や不動産購入時の納

税番号（PAN）の提示義務化などによりブラック

マネー（無申告の国内外所得と資産）撲滅を

進めて来ました。 

 不正蓄財に使われるとされる高額紙幣が流通紙

幣に占める割合は約86%といわれ、その廃止は

ブラックマネー撲滅に効果があると期待されます。 

■インドの一般消費者は、日々の消費額が少なく、

日常生活での消費への影響はほとんど無いと思わ

れます。一方、富裕層については、不正蓄財が一

般化しているとされ、高額品については、一時的に

消費の減少が見られる可能性があります。 

 11月8日にモディ首相は、現在流通している高額

紙幣（500ルピーと1,000ルピー札）の廃止を

発表しました。 

 旧高額紙幣は、2016年11月8日より使用でき

なくなり、原則、同年11月10日以降12月30日

までは、銀行で預金または銀行および郵便局で

両替（当初4,000ルピー）が出来ます。 

 また、新紙幣（500ルピーと2,000ルピー札）は、

2016年11月10日以降に発行される予定です。 

高額紙幣廃止発表 
2016年12月30日が交換期限 

進むブラックマネー撲滅 
高額紙幣廃止の効果に期待 

高額紙幣廃止、着実に進むブラックマネー撲滅 

中長期的には経済成長への大きな寄与が期待される 

インドの規制・制度改革 

【高額紙幣廃止の詳細】 

(出所）インド準備銀行の資料を基に三井住友アセットマネジメント作成 

【主なブラックマネー撲滅施策】 

(出所）コタック証券の資料を基に三井住友アセットマネジメント作成 

■中長期的に、(1)ブラックマネーが実態経済へ組み

込まれることによるGDP成長率の上昇、(2)ブラック

マネー撲滅による徴税率の向上、(3)高額紙幣廃

止に伴う預金増加による貯蓄率の上昇などが予想

され、経済成長への寄与が大きいと期待されます。 

http://www.smam-jp.com/market/report/marketreport/asia_oceania/news161018as.html
http://www.smam-jp.com/market/report/marketreport/asia_oceania/news161005as.html

